
毎月１回１日発行
発行　社団法人　全国防災協会

〠103-0011 東京都中央区日本橋大伝馬町3 -11
（パインランド日本橋ビル5 F）

電話 03（6661）9730　　FAX 03（6661）9733
発行責任者　加藤浩己　　　印刷所　（株）白　橋

平 成 24 年  9  月  1  日 防 災 （1）第 759 号

目　　　次

災害復旧事業によせて
　平成19年災 阿仁川災害復旧助成事業について

 	  秋田県北秋田市 市長　津谷　永光… 2
平成２４年 ６ 月 ８ 日から ７月２３日までの間の豪雨及び暴風雨による
　災害復旧事業の査定の簡素化について（お知らせ）

 	  国土交通省水管理・国土保全局防災課… 6
平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震等に伴う暫定的な
　運用の見直しについて 	  気象庁報道発表資料… 7
防災シンポジウム報告
　「今、那須水害を振り返り、これからの巨大災害を考える」

 	  社団法人 全国防災協会… 8
南海トラフの巨大地震に関する津波高、浸水域、被害想定の公表について

 	  内閣府（防災担当）…10
各県コーナー　「岐阜県」 	  岐阜県県土整備部…16
防災課だより　人事異動 	  23
会員だより　「災害グループ」 	  茨城県土木部　原　　芳和…24
協会だより 	  30

平成24年 7 月九州北部豪雨による被災状況　 ２級市道 中崎・白土線 白土橋（福岡県うきは市浮羽町）



（2） 第 759 号 防 災 平 成 24 年  9  月  1  日

災害復旧事業によせて

平成19年災 
阿仁川災害復旧助成事業について
　　～安心 ･安全のまちづくり～ 秋田県北秋田市

市長
津　谷　永　光

１ ．はじめに
　北秋田市は秋田県の北部中央に位置し、人口
36,132人（平成24年 6 月30日現在）、面積1,152.5
㎢を有し、市北部を一級河川米代川が横断し、そ
の支川である阿仁川、小阿仁川が縦断しており、
夏になると多くの釣り人が訪れ、鮎釣りを楽しむ
人々で賑わいます。
　また、県立自然公園に指定され、ゴンドラで楽
しめる春夏の高山植物、秋の紅葉、冬の樹氷で有

名な森吉山麓を中心に、クマゲラの棲むブナの原
生林や、多数の名滝が散在しており、優れた自然
景観や山岳渓流に恵まれた地域であります。また、
最近マスコミで紹介されて評判となりました特産
品バター餅の里でもあります。
　さらに、秋田県内第 ２の空港であります大館能
代空港をはじめ、東西にＪＲ奥羽本線、南北に秋
田内陸縦貫鉄道が走る交通の要所として、秋田県
北部及び、青森・岩手両県の観光の窓口としても
重要な役割を担っております。
　当市は、過去幾度も水害に見舞われ、その都度、
国、秋田県のご協力の下、災害復旧事業を実施い
たしておりましたが、平成１９年豪雨災害以降、関
係各位のご尽力のもとに行われてきました災害復
旧助成事業が完成し、国直轄である森吉山ダムの
完成も相まって、地域住民の水害に対する不安も
ある程度取り除くことができました。
　今後も、局地的豪雨対策や、市の大半を占める
山岳集落対策等、「安全」「安心」なまちづくりを
推進してまいります。

特産品 バター餅北秋田市 位置図
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２ ．被害状況
　平成１９年 ９ 月１５日から１８日にかけ、東北地方北
部に停滞していた前線に暖かく湿った空気が流れ
込み、県内では広い範囲で大雨になりました。本
市阿仁川上流域にある中森観測所では２４時間雨量
が２７０㎜を記録するなど、阿仁川流域ではほぼ全
域で累計雨量が２５０㎜を超える豪雨となりました。
　この大雨により、阿仁川では２３箇所で堤防の決
壊や越水の被害が生じ、全壊 ６ 戸、半壊２０８戸、
一部損壊 １ 戸、床上浸水３７戸、床下浸水１４１戸、
農地浸水２，１２６ha、国道、県道、市道の冠水によ
る通行不能箇所や秋田内陸線、定期バス路線の運
休などが発生し、市民生活に多大な影響を与えま
した。
　また、死者 １名、行方不明者 １名の人的被害が
発生し、市民約１３，０００人に避難勧告が発令される
など、地域社会、生活に甚大な被害をもたらしま
した。

24 時間雨量：270 ㎜
時間最大：34 ㎜
累加雨量：337 ㎜

浦田

連節ブロック張工が被災を受けた

大渕

コンクリート法枠工が決壊し、
　　　　　市道も被災を受けた

大渕地区阿仁前田地区

被災水位
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３ ．阿仁川災害復旧助成事業の計画
　阿仁川は、旧森吉町、旧合川町の中心部を貫流
しており、復旧計画区間には多くの資産、公共施
設が集中しています。
　今回の洪水被害は、これらの資産、施設に甚大
な被害を与えており、再度災害を未然に防止し流
域の保全並びに民政の安定を図る必要がありまし
た。
　このため、原形復旧では十分な効果が期待でき
ないため、未災箇所も含めて一定計画に基づき復
旧計画を図れる災害復旧助成事業を実施すること

になりました。

［阿仁川災害復旧事業計画概要］
 １  ．事業計画延長	 Ｌ＝２８．０㎞
 ２  ．河 道 掘 削	 Ｖ＝９７万㎥
 ３  ．築 堤 工	 Ｌ＝１１．４㎞
 ４  ．橋 梁 架 替	 Ｎ＝ ３橋

　　事業期間：平成１９年～平成２２年
　　事 業 費：１０４億円
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４ ．助成事業の効果
　災害復旧事業は、平成１９年から着手しておりま
すが、事業期間中の平成２１年 ７ 月１９日に総雨量が
１５０㎜を超える豪雨洪水が発生しました。
　これまでの現況堤防では当然越水している区間
が、助成事業により流下能力がアップされ、家屋
浸水等の被害が防がれ、事業の効果が発揮されま
した。

の降る１２月前まで、住宅のがれき除去等に協力し
て頂きましたボランティアの皆様、早期復旧のた
め事業完了まで御尽力頂きました、国土交通省を
はじめ、財務省、秋田県、地元関係者、建設業協
会等の皆様に、心より御礼申し上げます。

竣工式の様子

５．おわりに
　発災より ５年目を迎えた本年 ６月 ９日、米代川・
阿仁川災害復旧助成事業の竣工式も無事執り行わ
れましたが、当市では平成１９年の水害を教訓とし
て、行政と市民が、災害へ共通した認識を持ち対
応するため、平成２０年度に、全自治会を対象に説
明会を実施し、避難判断・伝達マニュアルを策定
するにあたり、「自助」「共助」「公助」の役割や、
避難勧告等のプロセスの説明を行い、災害時にお
ける行政、自治会等の役割等について明記いたし
ております。
　情報の整備としては、既存の情報伝達の他に、
平成２３年度には、避難勧告等のエリアメールを開
始し、本年 ５月には、気象情報等のメール配信を
開始しており、これらと平行して、自主防災組織
の更なる強化を図っているところであります。
　結びに、平成１９年の災害では、発災直後より雪

平成21年７月豪雨時
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　平成２４年 ６ 月 ８ 日から ７月２３日にかけての梅雨前
線及び台風４号により、九州地方を中心に全国各地
に甚大な被害がもたらされました。
　被災地域の早期の復旧を支援するため、災害査定
の迅速化を目的とした査定の簡素化について、次の
とおり通知しましたのでお知らせします。

①　総合単価の使用限度額の拡大
　積上げ積算をしなくてよい、総合単価の使用限度
額を、通常の １千万円未満から ２千万円未満に拡大
②　机上査定の限度額の拡大
　実地によらずに査定ができる、机上査定の限度額
を、通常の ３百万円未満から １千万円未満（島根県
は ６百万円未満）に拡大

平成２４年 ６ 月 ８ 日から ７月２３日までの間の豪雨
及び暴風雨による災害復旧事業の査定の簡素化
について（お知らせ）

国土交通省水管理・国土保全局防災課
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平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震
等に伴う暫定的な運用の見直しについて

気象庁報道発表資料　

平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震等
に伴う大雨警報・注意報基準の暫定的な運用
の見直しについて

　平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震等によ
り震度 ５強以上を観測した市町村及び平成23年台風
第12号で大規模な土砂災害が発生した市町村では、
地盤の状態の変化を考慮し、気象台が発表する大雨
警報・注意報について、発表基準（土壌雨量指数基
準）を引き下げた暫定基準を設けて運用しています。
　気象台では、降雨と土砂災害の関係を調査し検討
した結果、以下の県において暫定基準を見直すこと
としました。
　今後も引き続き、降雨と土砂災害の関係を調査し、
必要に応じて暫定基準の見直しを行います。

○平成24年 ８ 月30日に大雨警報・注意報の発表基準
（土壌雨量指数基準）の暫定基準を見直す県
　栃木県、奈良県

　今回の見直しの詳しい内容については、地元気象
台の報道発表をご参照ください。

平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震等
に伴う土砂災害警戒情報発表基準の暫定的な
運用の見直しについて

　平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震等によ
り震度 ５強以上を観測した市町村及び平成23年台風
第12号で大規模な土砂災害が発生した市町村では、
地盤の状態の変化を考慮し、都道府県砂防部局と気
象台が共同で発表する土砂災害警戒情報について、
発表基準を引き下げた暫定基準を設けて運用してい
ます。
　都道府県砂防部局と気象台が降雨と土砂災害の関
係を調査し検討した結果、以下の県において暫定基
準を見直すこととしました。
　今後も引き続き、降雨と土砂災害の関係を調査し、
必要に応じて暫定基準の見直しを行います。

○平成24年 ８ 月30日に土砂災害警戒情報発表基準の
暫定基準を見直す県
　栃木県、奈良県

　今回の見直しの詳しい内容については、地元県、
地元気象台の報道発表をご参照ください。
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日時：平成24年 8 月28日（火）　13時～16時30分
会場：栃木県那須町 那須町文化センター小ホール

　未だ残暑厳しい 8月28日（火）、標記のシンポジウ
ムを栃木県那須町の多大なる協力を戴き、開催しま
した。聴衆は約200名と予想以上の盛況で、防災に
対する意識の高さを感じさせられました。以下にそ
の概要について報告します。
　同日、予定どおり午後 1時開会となりました。最
初に主催者を代表して当協会陣内会長が、シンポジ
ウム開催の意義を込めて開会の挨拶をしました。
　その後 3分間、平成10年 8 月の余笹川を中心とし
た那須水害をダイジェスト的に編集した映像を見
て、参加者に当時のことを振り返ってもらってから
本番のスタートとなりました。
　最初に、宇都宮大学大学院工学研究科准教授池田
裕一先生より、河川工学の立場から余笹川を中心と
した洪水被害についての基調報告が30分ほどなされ
ました。
　次に、政策研究大学院大学特任教授・内閣府火山
防災エキスパート池谷浩先生より、大規模災害とは
どのようなものなのか等について、火山土石流災害
の専門家としての基調講演が60分ほど行われました。
　ここで休憩となり、舞台をパネルディスカッショ
ン用に模様替えをしました。
　午後 3時、パネルディスカッションが開始されま
した。コーディネーターは大妻女子大学の藤吉洋一
郎先生で、パネリストとして池田先生及び池谷先生
に加えて、地元那須町の高久勝町長、地元市民団体
代表の稲葉茂余笹川流域連携ネットワーク会長及び
栃木県砂防ボランティア協会の印南洋之事務局長
（栃木県県土整備部砂防水資源課長）の 6名の先生
方が壇上に座られました。

　パネルディスカッションは、コーディネーターの
質問にパネリストが答えるというやり方で行われ、
パネリストの説明は、時にはユーモアを交えて一般
の参加者にもよく分かる丁寧な説明でした。日本の
場合、大規模災害はどこでも起こる可能性があるの
で、避難態勢を整えておく必要性があることが訴え
られました。
　最後に、池田先生の水防の重要性の話と、池谷先
生から那須のような観光地における災害時は、観光
客が災害弱者になり得るという話でフィナーレを迎
えました。
　なお、このシンポジウムは（財）河川環境管理財団
の河川整備基金の助成を受けていることを付け加え
させて戴きます。
　また、最後になりましたが、地元那須町をはじめ
多くの団体にご協力を戴きました。厚く御礼申し上
げて報告を締め括ります。

主催：（社）全国防災協会
共催：日本防災士会栃木県支部、余笹川流域連携ネ

ットワーク、（一社）ＤＣＭ推進協議会
後援：栃木県那須町、栃木県砂防ボランティア協会、

（社）関東建設弘済会、下野新聞社、那須岳火
山防災協議会、とちぎの川懇話会

協賛：（財）河川環境管理財団（河川整備基金）、那
須町経済 4団体（商工会、観光協会、ＪＡな
すの・森林組合）、日本防災士会北関東支部（茨
城、栃木、群馬）連絡協議会、（社）栃木県建
設業協会、（一社）栃木県測量設計業協会、栃
木県地質調査業協会、（一社）日本アマチュア
無線連盟栃木県支部、日本赤十字社栃木県支
部救急法奉仕団、日光砂防ボランティア協会

「今、那須水害を振り返り、
これからの巨大災害を考える」

防災シンポジウム報告

社団法人 全国防災協会　
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防災シンポジウムの様子

司会 高妻さん

池田先生 基調報告

池谷先生 基調講演

パネルディスカッション ２ 防災士会による液状化実験

陣内会長 挨拶

会場風景

パネルディスカッション １
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南海トラフの巨大地震に関する津波高、
浸水域、被害想定の公表について

内閣府（防災担当）HPより

　南海トラフの巨大地震については、内閣府に昨年 ８月に設置された「南海トラフの巨大地震モデル検討会」（座長：阿部
勝征東京大学名誉教授、以下「モデル検討会」という。）において、科学的知見に基づき、南海トラフの巨大地震対策を検
討する際に想定すべき最大クラスの地震・津波の検討を進め、本年 ３月31日に第一次報告として、震度分布・津波高（50ｍ
メッシュ）の推計結果がとりまとめられた。
　今回、モデル検討会において、第二次報告として、10ｍメッシュによる津波高及び浸水域等の推計結果がとりまとめられた
ものである。
　一方、中央防災会議防災対策推進検討会議の下に本年 ４月に設置された「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググルー
プ」（主査：河田惠昭関西大学教授、以下「対策検討ＷＧ」という。）において、南海トラフ巨大地震を対象として具体的な
対策を進め、特に津波対策を中心として実行できる対策を速やかに強化していくことが重要との認識の下、当面取り組むべ
き対策等をとりまとめた中間報告を ７月19日に策定した。
　また、対策検討ＷＧにおいては、並行して被害想定手法等について検討を進め、今回、第一次報告として、建物被害・人
的被害等の推計結果がとりまとめられたものである。

　  　

南海トラフの巨大地震による津波高・
浸水域等（第二次報告）及び被害想定
（第一次報告）について

Ｉ　「最大クラスの地震・津波」への対応の基本的
考え方

１．最大クラスの地震・津波の性格
⑴　平成23年に発生した東北地方太平洋沖地震で得
られたデータを含め、現時点の最新の科学的知見
に基づき、発生しうる最大クラスの地震・津波を
推計したものである。
⑵　この「最大クラスの地震・津波」は、現在のデ
ータの集積状況と研究レベルでは、その発生時期
を予測することはできないが、その発生頻度は極
めて低いものである。

２ ．「最大クラスの津波」をどのように受け止める
べきか
⑴　南海トラフにおいて次に発生する地震・津波が、
今回示される「最大クラスの地震・津波」である

というものではない。
⑵　東日本大震災の教訓から、命を守ることを最優
先として、この最大クラスの津波への対応を目指
す必要がある。
⑶　しかしながら、この地震・津波の発生頻度は極
めて低いものであり、過度に心配することも問題
である。最大クラスの津波の高さや津波到達時間
が、実際に避難するに当たって厳しいものである
からといって、避難をはじめから諦めることは、
最も避けなければならない。なぜなら、最大クラ
スの津波に比べて規模が小さい津波が発生する可
能性が高いにもかかわらず、避難を諦めることで、
助かる命を落としかねない。
⑷　これまで取り組んできた避難訓練などが無意味
になるものではなく、条件が厳しくなったと受け
止め、「非常に大きな津波が起こりうるというこ
と」を念頭に置き、「強い揺れが起きたら逃げる」
ということを一人ひとりがしっかりと認識して頂
きたい。敢えて言えば、正しく恐れてほしい。

３ ．津波対策
　中央防災会議は、これまでに防災対策推進検討会
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議最終報告、津波避難対策検討ワーキンググループ
報告、南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル
ープ中間報告をとりまとめた。
　特に、津波避難対策検討ワーキンググループ報告
においては、
・素早い避難は最も有効かつ重要な津波対策である
こと
・津波による人的被害を軽減するためには、住民一
人ひとりの迅速かつ主体的な避難行動が基本とな
ること
・その上で、海岸保全施設等のハード対策や確実な
情報伝達等のソフト対策は全て素早い避難の確保
を後押しする対策として位置付けるべきものであ
ること
とされているところである。
　国及び関係公共団体等は、最大クラスの地震・津
波に対して被害を減ずるため、これらの報告で示さ
れた地震・津波対策を速やかに具体化し、推進する
必要がある。
　主な津波対策を以下に示す。
⑴　「強い揺れや弱くても長い揺れがあったら避難」
を徹底する。
⑵　津波避難に関する多様な情報伝達手段を整備す
る。
⑶　海岸堤防等は、施設の効果が粘り強く発揮でき
るよう整備を図る。
⑷　避難場所・避難施設、避難路・避難階段、津波
避難ビルなど、安全な避難空間の確保を図る。
⑸　施設の配置見直し、住居等の高台移転、土地利
用計画の策定など、津波に強い地域構造を構築す
る。
⑹　津波避難に関する新たな施設・装備等の技術開
発を促進する。
⑺　地震・津波を検知する観測網を整備するととも
に、地震発生予測も含めた調査研究を推進する。

４ ．これまでの経緯等
　南海トラフの巨大地震については、内閣府に昨年
８月に設置された「南海トラフの巨大地震モデル検
討会」（座長：阿部勝征東京大学名誉教授、以下「モ
デル検討会」という。）において、科学的知見に基
づき、南海トラフの巨大地震対策を検討する際に想
定すべき最大クラスの地震・津波の検討を進め、本
年 ３月31日に第一次報告として、震度分布・津波高
（50ｍメッシュ）の推計結果がとりまとめられた。

　今回、モデル検討会において、第二次報告として、
10ｍメッシュによる津波高及び浸水域等の推計結果
がとりまとめられたものである。
　一方、中央防災会議防災対策推進検討会議の下に
本年 ４月に設置された「南海トラフ巨大地震対策検
討ワーキンググループ」（主査：河田惠昭関西大学
教授、以下「対策検討ＷＧ」という。）において、
南海トラフ巨大地震を対象として具体的な対策を進
め、特に津波対策を中心として実行できる対策を速
やかに強化していくことが重要との認識の下、当面
取り組むべき対策等をとりまとめた中間報告を ７月
19日に策定した。
　また、対策検討ＷＧにおいては、並行して被害想
定手法等について検討を進め、今回、第一次報告と
して、建物被害・人的被害等の推計結果がとりまと
められたものである。

Ⅱ　｢津波高・浸水域等（第二次報告）について

１．津波高及び浸水域等の推計について
⑴　推計の考え方
　南海トラフの巨大地震による津波について、津波
断層モデルは、2011年東北地方太平洋沖地震や世界
の巨大地震の特徴等を踏まえ、大すべり域、超大す
べり域を持つ最大クラスの津波断層モデルを設定
し、10ｍメッシュ単位の微細な地形変化を反映した
データを用い、海岸での津波高、陸域に遡上した津
波の浸水域・浸水深を推計した。
　設定した長大な津波断層モデルの破壊の仕方につ
いては、第一次報告のように同時に断層全体が破壊
するモデルではなく、津波断層が破壊開始点から順
次破壊していく効果が見えるモデルとし、断層運動
による地殻変動についても、防災上の観点から、陸
域の沈降の効果は考慮するが、陸域の隆起の効果は
考慮しない条件設定とした。
　堤防（水門を含む）条件については、津波が現況
の堤防を越えた時点で堤防が機能しなくなる（破堤、
堤防なし）条件とした。堤防のモデルとしては、メ
ッシュの境界に堤防に相当する板を設定している。
なお、液状化現象に伴う堤防の沈下等は考慮してい
ない。
　検討ケースについては、大すべり域及び超大すべ
り域が １箇所の場合を、「基本的な検討ケース」（計
５ケース）とし、「その他派生的な検討ケース」（計
６ケース）を加えた合計11ケースのそれぞれについ
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て津波高・浸水域等を推計した。
　なお、市町村別の津波高の最高値を示した場合、
特異な地点のみを示すことになる可能性もあること
から、市町村の全域の平均値を併せて示すこととし
た。

⑵　津波高の推計結果
　今回報告の10ｍメッシュの津波高と、第一次報告
の50ｍメッシュの津波高とを比較すると、両者は概
ね± １ｍの範囲で一致している。しかし、個々の地
点を見ると、今回の結果の方が、より高くなるとこ
ろやより低くなるところがある。これは、10ｍメッ
シュの津波の推計には、50ｍメッシュに比べ、地形
の微細な変化がより正確に反映されており、津波高
の精度がより高くなることによる結果である。
　津波高の精度が高まると、海岸地形の変化に対応
し津波高の変化が大きくなる。このため、各検討ケ
ースの津波高について、全体が概観できるよう、各
市町村の津波高の最大値に加え、各市町村の全域の
津波高の平均値を算出し、合わせて整理した（別添
資料 １− ２、 １− ３）。
　これらから、大すべり域及び超大すべり域が設定
された地域の津波高が他の地域に比べ高くなってい
ることが分かる。また、東京都島嶼部、紀伊半島、
四国及び九州地域については、地形条件及び断層の
すべり量等の関係から、それぞれの沖合に大すべり
域及び超大すべり域がないケースにおいても、津波
高が比較的高くなっていることが分かる。
　一般的に、津波は、岬の先端、Ｖ字型の湾の奥、
切り立った崖等で高くなる。市町村毎に津波高の平
均値と最大値を比べると、平均的には最大値は平均
値の約1.5倍、地域によっては ２ 〜 ４ 倍程度となる
ところもある。ケース①　における津波高の平均値
の高さ別市町村数は、以下のとおりとなる。
・津波高の平均値（満潮位）が ５ｍ以上と想定され
る市町村数：124市町村（13都県）
・津波高の平均値（満潮位）が10ｍ以上と想定され
る市町村数：21市町村（ ５都県）
　注）市町村数には、政令市の区を含む
　詳細は別紙を参照されたい。

⑶　津波の到達時間
　津波断層モデルの津波断層域は、駿河湾域から四
国の内陸の直下にまで及んでおり、地震の発生と同
時に津波が襲来し始め、さらに、トラフ軸近くの超

大すべり域で発生した特に大きな津波が押し寄せて
くることとなる。
　このような特に大きな津波がそれぞれの海岸に襲
来するまでの時間は、駿河湾の沿岸地域のようにト
ラフ軸のすぐ傍にある地域では、地震発生から数分
後には ５ｍを超える大きな津波が襲来し、高知県等
のようにトラフ軸から少し離れた場所では、 ５〜10
ｍを超える大きな津波は地震発生から20〜30分後と
なる。また、伊勢湾や大阪湾の奥に津波が襲来する
にはさらに時間を要し、 １時間〜 １時間半程度後と
なる。
　巨大地震になると、長大な津波断層域のそれぞれ
場所で発生した津波は、互いに重なりあい、更にそ
れらが海岸で反射しながら、各地域の海岸に何度も
押し寄せる。第１波だけでなく、その後も、 ５、 ６
時間から半日程度は繰り返し大きな津波が襲来する
ので、警戒が必要である。

⑷　浸水域の推計結果
　浸水域は、それぞれのケースにより異なるもの
の、関東から四国・九州の太平洋沿岸等の極めて広
い範囲で想定され、最大となるケースの浸水域は約
1,015㎢であり、東北地方太平洋沖地震時の浸水域
（561㎢）の約1.8倍の広さとなる。
　ケース①における浸水面積別市町村数は以下のと
おりとなる。
・千ヘクタール以上２千ヘクタール未満  17市町村
・ ２ 千ヘクタール以上 ３千ヘクタール未満  ５ 市町村
・３千ヘクタール以上  ２ 市町村
　詳細は別紙を参照されたい。

⑸　時間差を持って地震が発生した場合の津波
　震源断層域がいくつかの地震に分かれて時間差を
もって破壊する場合は、南海トラフ沿いの浅部領域
まで破壊する地震となる可能性は低く、「超大すべ
り域」は持たない可能性が高いと考えられる。この
ため、時間差を持って発生する地震としては、「大
すべり域」のみを持つ地震を想定することとした。
　その結果、地震が時間差発生した場合の津波高は、
地域によってはそれぞれが単独で発生した場合の津
波高よりも高くなるが、今回想定の最大クラスの津
波高を超えることはないことを確認した。
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２ ．震度分布について
⑴　推計の考え方
　強い揺れ（強震動）を引き起こす地震波は、震源
断層面に一様に発生するのではなく、特定の領域
（強震動生成域）において発生することが知られて
いる。そのため、震度分布を推計する強震断層モデ
ルについては、中央防災会議（2003）モデル、2011
年東北地方太平洋沖地震や世界の巨大地震の特徴等
を踏まえて、強震動生成域を ４ケース設定すること
とし、それぞれのケースについて強震波形計算を行
い、250ｍメッシュ単位で震度を推計した。さらに、
これを補完するため、経験的手法（震源からの距離
に従い地震の揺れがどの程度減衰するかを示す経験
的な式を用いて震度を推計する手法）による震度も
あわせて推計した。防災対策の前提とすべき震度分
布は、これらの震度の最大値の分布図とした。
　なお、今回の推計では、浅い地盤構造モデルにつ
いて、その地点のみでなく周辺のボーリングデータ
も用いて、一部修正を行っている。

⑵　震度分布の推計結果
　浅い地盤構造モデルを修正したことにより、震度
分布がわずかに変わった。
　最大震度別の市町村数は以下のとおりである。
・震度 ６ 弱が想定される地域は、21府県292市町村
（21府県292市町村）
・震度 ６ 強が想定される地域は、21府県239市町村
（21府県242市町村）
・震度 ７ が想定される地域は、10県151市町村（10
県153市町村）
　注）（　）内は、 ３月３１日の前回推計（第一次報告）
　注）市町村数には、政令市の区を含む

３ ．主な留意点について
⑴　今回推計した震度分布・津波高・浸水域は、国
の広域的な防災対策の立案や応援計画等を検討す
るための基礎資料とすることを目的としたマクロ
的な推計である。
⑵　地震・津波は自然現象であり不確実性を伴うも
のであることから、今回推計した震度分布・津波
高・浸水域はある程度幅を持ったものであり、そ
れらを超えることもあり得ることに留意する必要
がある。
⑶　今回の検討は、一般的な防災対策を検討するた
めの最大クラスの地震・津波を検討したものであ

り、より安全性に配慮する必要のある個別重要施
設については、個別の設計基準等に基づいた津波
の推計が必要である。
⑷　今回推計した津波高及び浸水域は、⑴に示すと
おりマクロ的な推計であることから、津波防災地
域づくりに関する法律第 ８条の規定により都道府
県が津波浸水想定を設定する際には、今回の津波
断層モデル等も参考にしつつ、科学的知見をもと
に地域の実状を踏まえ、今回の想定津波も含めあ
らゆる可能性を考慮した上で対象津波を設定する
こと、また、「津波浸水想定の設定の手引き（国
土交通省水管理・国土保全局海岸室、国土交通省
国土技術政策総合研究所河川研究部海岸研究室）」
等を参考にして、より詳細な浸水計算を実施する
ことが望ましい。

Ⅲ　被害想定（第 １次報告）について

　対策検討ＷＧがまとめた「南海トラフ巨大地震の
被害想定について（第一次報告）」を別添資料 ２ −
１に、また、被害想定手法を別添資料 ２− ２に示す。

１ ．対策検討ＷＧが推計した被害想定の目的
　対策検討ＷＧにおいては、｢で述べた震度分布や
浸水域等をもとに、以下に示す目的のために、建物
被害・人的被害等をとりまとめたものである。
⑴　従来より、中央防災会議において、地震・津波
対策を講ずるにあたっては、まず、対象地震に対
する地震動と津波を推計し、それらに基づき被害
想定を行った上で、地震対策大綱、地震防災戦略、
応急対策活動要領等を作成するなど、国として実
施すべき各種の防災対策を立案し、施策を推進し
てきたところである。
⑵　被害想定は、具体的な被害を算定し被害の全体
像を明らかにすること、被害規模を明らかにする
ことにより防災対策の必要性を国民に周知するこ
と、広域的な防災対策の立案、応援規模の想定に
活用するための基礎資料となるものである。
⑶　あわせて、防災対策を講ずることによる具体的
な被害軽減効果を示すことで、防災対策を推進す
るための国民の理解を深めるものである。

２ ．被害想定の設定と項目
⑴　想定する地震動・津波
　被害想定を行う地震動は、モデル検討会で検討さ
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れた地震動 ５ケースのうち「基本ケース」と揺れに
よる被害が最大となると想定される「陸側ケース」
について実施した。また、津波はモデル検討会で検
討された津波11ケースのうち、東海地方、近畿地方、
四国地方、九州地方のそれぞれで大きな被害が想定
される ４ケースについて、それぞれ地震動と津波を
組み合わせて被害想定を実施した。

⑵　想定するシーン
　想定される被害が異なる ３ 種類の特徴的シーン
（季節・時刻）を設定した。具体的には、①冬・深夜：
多くの人が自宅で就寝中に被災、家屋倒壊による人
的被害の危険性が高く、津波からの避難が遅れる可
能性がある。②夏・昼：木造建築物内の滞留人口が
１日の中で少ない時間帯。③冬・夕：火気使用が最
も多い時間帯。
　火災による被害は、平均風速と風速 ８ｍ／秒の ２
ケースを設定、上記の時間帯 ３シーンと併せて ６つ
のケースで推計した。

⑶　被害想定項目
　建物被害は、揺れ、液状化、津波、急傾斜地崩壊、
地震火災について全壊棟数を推計した。また、その
他にブロック塀等転倒数、自動販売機転倒数、屋外
落下物が発生する建物数についても推計した。
　人的被害は、死者数として、建物倒壊、津波、急
傾斜地崩壊、地震火災、ブロック塀の転倒等につい
て推計した。また、その他に負傷者数、揺れによる
建物被害に伴う要救助者、津波被害に伴う要救助者
についても推計した。

⑷　主な被害想定の算定手法
　被害想定に当たっては、従来の算定手法を基本と
しつつ、東北地方太平洋沖地震を含め近年の地震等
の新たなデータが得られ、反映できるものについて
は被害率等に反映させて推計を行った。
①　建物被害については、建物の築年による被害の
違いを反映
②　液状化による建物被害は、液状化による地盤沈
下量と全壊率との関係から推計
③　津波による人的被害は、新たに避難開始タイミ
ングと津波到達時間の関係から推計する手法を採
用し、避難開始の違いによる二つのケースについ
て推計

３ ．主な被害想定結果
⑴　建物被害のうち、揺れによる全壊数は地震動が
基本ケースで約62万 ７ 千棟、陸側ケースで約134
万 ６ 千棟
⑵　液状化による全壊数は、地震動が基本ケースで
約11万 ５ 千棟、陸側ケースで約13万 ４ 千棟
⑶　地震火災による焼失数は、時間帯・風速の組合
せで、冬・深夜・平均風速のケースが少なく、冬・
夕・風速 ８ｍ／秒のケースが各ケースとも最も多
くなる。
　例）東海地方が大きく被災するケース、地震動が

基本ケース
　　　冬・深夜・平均風速：約 ５ 万棟、　冬・夕・

風速 ８ｍ／秒：約31万棟
⑷　人的被害のうち、建物倒壊による死者数は、在
宅率が高い冬・深夜が多く、夏・昼が少ない結果
となる。
⑸　津波による死者は、避難に要する時間がかかる
冬・深夜のケースが最も多くなる。
⑹　人的被害において、津波による死者の割合が大
きいことから、各ケースとも冬・深夜のケースが
最も多くなる。

　地震動の ２つの設定、発生時刻と風速の組合せの
６ケースの設定条件で、想定結果は大きく異なる。
また、人的被害については、それに加え、津波発生
時の早期避難率の ２つの設定で大きく異なる。
　東海地方、近畿地方、四国地方及び九州地方で、
それぞれが大きく被災するケースで、今回の想定の
組合せで推計される被害想定の大きさは下記のとお
りである。
①　東海地方が大きく被災するケース
　全壊及び焼失棟数：約954千棟〜約2,382千棟
　死者：約80千人〜約323千人
②　近畿地方が大きく被災するケース
　壊及び焼失棟数：約951千棟〜約2,371千棟
　死者：約50千人〜約275千人
③　四国地方が大きく被災するケース
　全壊及び焼失棟数：約940千棟〜約2,364千棟
　死者：約32千人〜約226千人
④　九州地方が大きく被災するケース
　全壊及び焼失棟数：約965千棟〜約2,386千棟
　死者：約32千人〜約229千人
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４ ．防災対策の効果
　今後、防災対策を推進することによって、見込む
ことができる被害軽減効果について推計した。
⑴　建物の現状の耐震化率（約 ８割）を約 ９割まで
上げることによって、揺れによる全壊棟数は、約
62万 ７ 千棟から約36万 １ 千棟に約 ４割減少すると
推計される。（地震動が基本ケースの場合）
⑵　早期避難率が低く津波避難ビルが活用されない
場合と、早期避難率が高く効果的な呼びかけがあ
り、かつ、津波避難ビルが効果的に活用された場
合を比較すると、津波による死者数は最大で約 ８
割減少すると推計される。さらに、早期避難率が
低く津波避難ビルが活用されない場合と、全員が
発災後すぐに避難を開始し、かつ、津波避難ビル
が効果的に活用された場合を比較すると、津波に
よる死者数は最大で約 ９ 割減少すると推計され
る。（地震動が基本ケースで、冬・深夜に発災の
場合）

５ ．主な留意点について
⑴　被害想定手法について
　今回の被害想定は、阪神・淡路大震災や東日本大
震災等の大きな地震による被害状況等を踏まえて検
討してきた手法により推計を行ったものであるが、
各項目の被害想定手法は必ずしも確立されたもので
はない。また、東日本大震災による被害状況につい
てはまだ十分に検証できていないのが現状である。
　このため、今後、東日本大震災等の検証作業を進

めることとあわせて、被害想定手法についても不断
の点検・見直しを行い、必要に応じて、被害想定は
修正すべきものである。

⑵　地方公共団体の被害想定について
　今回の被害想定は、主として広域的な防災対策を
検討するためのマクロ的な被害の想定を行ったもの
である。したがって、今後、各地方公共団体が個別
の地域における防災対策を検討する際には、地域の
状況を踏まえたより詳細な検討を行う必要がある。

Ⅳ　今後の予定について
１．モデル検討会の今後の検討
　長周期地震動の検討を行う。並行して、南海トラ
フ及び相模トラフの過去地震の震度分布等を調査す
るとともに、強震断層モデル及び断層近傍における
強震動の計算方法等について点検・評価し、必要に
応じ、修正を行うこととする。

２ ．対策検討ＷＧの今後の検討
　第二次報告として経済被害等を含めた被害想定の
全体像をとりまとめるとともに、予防対策、応急対
策、復旧・復興対策を含めた南海トラフ巨大地震対
策の全体像について冬頃を目途にとりまとめること
とする。

※詳細につきましては内閣府HPを参照ください。
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１．はじめに
　本県は、愛知県、三重県とともに、「東海地方」
あるいは「中京地方」と称され、名古屋市を中心
とした経済圏に含まれます。日本の国土のほぼ中
央に位置し、古来より東西交通の要所であるとと
もに、北陸方面への交通も至便であったことから、
要衝の地として栄えてきました。全国でも数少な
い内陸県の一つで、北部は山地、南部は濃尾平野
の一部である美濃平野が広がり、3,000ｍ級の山
岳地帯から海抜 0ｍの水郷地帯まで起伏に富んだ
地形を有しています。
　豊富な山河により形成される豊かな自然環境
は、一方では、大雨が降ると急峻な山地を伝って
河川に水が一気に流れ出し、人口が集中する平野
部を中心に洪水が発生するという特性を有してい
ます。市街地の多くが、河川に囲まれた低い平地
に立地していることや、流域における保水機能や
遊水機能の低下が、市街地の洪水発生の危険性を
高める要因ともなっています。
　また、県土の多くを占める中山間地域において
は、土砂災害の発生などにより集落が孤立するお
それも依然として高い状況にあり、さらに、積雪
山間地では、雪崩危険箇所が多くあります。

２ ．平成23年発生災害について
　本県で平成23年に発生した災害は「低温、地震、
雪崩、降雪、豪雨、台風、梅雨前線豪雨、地すべり」
の異常気象が計18回発生し被害を受け、県と市町
村管理の公共土木施設を併せて1,139件、12,893
百万円の査定決定を受けました。中でも記録的な
豪雨をもたらした台風第１５号については被害が大
きく、 2町において局地激甚指定を受けました。
また、県施設 ３箇所において、原形復旧では再度

平成23年発生災害について

…………………………………………………岐阜県県土整備部

岐阜県

図－ 1　位置図

写真－１　低温による被災
（一）中野方七宗線 恵那市中野方町

写真－ ２　8.20–28豪雨
国道４７２号 郡上市明宝奥住
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災害の恐れがあると判断し、災害関連事業として
申請し、採択を受けました。

３ ．台風第１５号について
　平成23年 9 月13日21時に日本の南で発生した台
風第１５号は、日本の南を発達しながら北上し、次
第に速度を上げながら日本に接近し、 9月21日14
時頃には静岡県浜松市付近に上陸し、東北東へ進
みました（図− 2）。
　非常に強い勢力をもった台風第１５号は、東海地
方や関東甲信地方を中心に断続的に激しい雨を降
らせ、24時間降水量では全国の雨量観測所 9地点
で観測史上 １位の値を更新しました。
　東海地方や関東甲信地方の沿岸部では、停電や
倒木など強風による被害が発生したほか、鉄道や
航空、高速道路など交通機関にも大きな影響があ
りました。
　岐阜県では、台風の接近に伴い、20日は南から

湿った空気が本州上に停滞した前線に流れ込んだ
ため、また21日には台風本体の雨雲により大雨と
なりました。 9月19日 0 時から21日24時までの総
雨量は、多治見では496.0ミリ、八百津町伽藍で
は401.5ミリ、下呂市宮地では347.0ミリを観測し
ました。また、最大 1時間降水量は、多治見では
76.0ミリ、八百津町伽藍では54.5ミリの非常に激
しい雨を観測しました。
　この豪雨によって、死者 ２名、行方不明者 １名、
重傷者 １名等の人的被害が発生しました。住家の
被害としては全壊 １棟、半壊 ３棟、一部損壊 ８棟、

写真－ ３　地すべり 高山市丹生川町

図－ ３　等雨量線図 24時間最大雨量

写真－ ４　台風第15号 多治見市平和町 冠水状況図－ ２　台風第１５号経路図（岐阜地方気象台資料）

 

関連事業箇所 矢戸川 関連事業箇所 唐沢川

300㎜以上

200㎜以上

関連事業箇所 湯屋温泉線
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床上浸水２１４棟、床下浸水４７０棟の被害が発生しま
した。
　また、この台風第１５号による被災について、県
内の道路（一般県道 湯屋温泉線）および河川（一
級河川 唐沢川、一級河川 矢戸川）の計 ３箇所に
おいて災害関連事業を申請し、採択を受けました。
以下にそのうちの ２事業について詳述します。

４ ．災害関連事業　一般県道 湯屋温泉線
⑴　地域概要
　湯屋温泉線は岐阜県の北東部に位置し、岐阜県
下呂市小坂町大洞地内を起点として一級河川大洞
川に沿って北上し、一級河川小坂川との合流点を
西に向かい小坂町矢ヶ野に至る総延長約8.7㎞の
一般県道です。
　当該路線は、観光地である湯屋温泉までの観光

道路であり、今回の被災区間では迂回路が無く上
流側の大洞地区、下流側の湯屋地区と下呂市小坂
町の市街地を結ぶ唯一の幹線道路となっています。

⑵　被災の状況
　台風第１５号の影響により、被災箇所に近い湯屋
雨量観測所（下呂市小坂町）では20日11時から12
時までの 1時間に23ミリ、20日 0 時から21日 1 時
までの24時間に218ミリの降雨を観測しました。
　湯屋地内では一級河川大洞川の水位が異常上昇
して流量及び流速が急激に増大し、湾曲部及び狭
窄部となる当該箇所が水衝部となって、既設護岸
の基礎が洗掘されることにより裏込め部が流出
し、支持力低下により被災しました（写真－７ ～
９）。
　当箇所の上流側には約150戸の民家と温泉街が
あり、被災当時は車の通行ができる迂回路が無い
ため、河川内に暫定の迂回路ができる約 ２週間は
住民生活に影響が出ました。

写真－ ７　路側兼用護岸の崩落

写真－ ８　路側兼用護岸の崩落

写真－ ５　台風第15号 （主）名古屋多治見線
（多治見市脇之島町地内）道路法面崩壊状況

写真－ ６　台風第15号 一級河川久々利川
（可児市久々利地内）浸水状況

大
洞
川

大
洞
川
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⑶　復旧工法
　当初復旧方針の立案にあたっては、被災箇所の
路側兼用護岸を大型ブロック積みによる復旧計画
としました。しかし、被災区間は、前後が改良済
みの 2車線区間に挟まれた未改良区間の一部であ
り、路線バス等の大型車両のすれ違いが困難であ
ったことから、被災箇所の原形復旧では効果が限
定されました。そこで、被災箇所を含めた未改良
区間を道路構造令の規格に合致した 2車線に改良
復旧し、一連の区間で効果を発現するよう図りま
した。
　また、沿線を流れる一級河川大洞川について道
路改良計画に伴う拡幅により河道断面が小さくな
らないよう計画し、路側兼用護岸工を選定するこ
ととしました。

５ ．災害関連事業　一級河川 唐沢川
⑴　地域概要
　唐沢川は可児郡御嵩町の中心部を南北に貫流し
ており、北隣の八百津町との境界付近を源流とし
て可児川へ合流する流路延長1.5㎞、流域面積約
2.5㎢の一級河川です。上流部は森林、下流部は
市街地となっており、町役場もこの川に面して立
地しています。被災箇所は唐沢川の下流部付近に
あたり、周囲は家屋が連担しています。

⑵　被災の状況
　台風第１５号の影響により唐沢川の流域内にある
御嵩雨量観測所（可児郡御嵩町）では、20日の早
朝 4時頃から雨が降り始め、時間平均14ミリ程度
で午前中断続的に降り続き、14時から降雨が急激
に増し、16時には時間54ミリ（15時20分～16時20
分では71ミリ）の降雨により洪水のピークを迎え
ました。その後も雨は断続的に降り続け、20日～
21日にかけての総雨量は358ミリに達しました。
この豪雨に伴う洪水により唐沢川左岸では溢水
し、浸水面積約0.3ha、床上浸水 2戸、床下浸水
2戸、家屋一部損壊 1戸の一般被害が発生しまし
た（図－６ ）。
　公共土木施設については、左岸側の空石積み護

図－ ４　原形復旧横断図

図－ ６　唐沢川の浸水・被災状況図－ ５　改良復旧横断図

写真－ ９　路側兼用護岸の崩落

大洞川  
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岸が、流水及び背面からの残留水圧による吸出し
の結果、間詰めコンクリートが流出するとともに、
石積みに破壊や変動が見られ、連続的に死に体と
なりました。また、町道橋 2橋の周辺では空石積
護岸が大きく流出しました（写真－１０～１２）。

⑶　復旧工法
　被災区間の下流側は平成20年度までに改修を済
ませており、その区間では溢水被害がなかったこ
とから、下流と同じ 1 /30年確率の計画規模に基
づき災害関連事業により改良復旧を行うよう計画
しました。
　事業区間Ｌ＝434.9ｍのうち下流側約250ｍの区
間では河床掘削や護岸の嵩上げ等により河積断面
の拡大を図る他、約60ｍの区間については被災状
況を踏まえた線形改良を行い、現況の約25㎥/s か
ら40㎥/s（被災流量）へ流下能力を向上させるよ
う計画しました。これにより最大で約84㎝の水位
低下を見込んでおり、再度災害の防止を図ること
ができます。
　また、今後の河床洗掘への備えとして、概ね
55mに 1箇所帯工を設置するよう計画しました。

図－ ７　原形復旧横断図

図－ ８　改良復旧横断図

写真－１０　護岸欠壊、家屋損壊

写真－１２　護岸欠壊

写真－１１　護岸欠壊

６．災害関連事業の効果　一級河川 可児川
⑴　被災の状況
　平成22年 7 月15日から16日未明にかけて、岐阜
県では東濃地方や中濃地方を中心に猛烈な雨が降
り、可児市や加茂郡八百津町を中心に甚大な被害
が発生しました。
　この豪雨によって、可児川では、急激に水位が
上昇し、護岸等の被災、住宅及び鉄道や市道が溢
水氾濫により浸水するなど、沿川で甚大な被害が
発生しました（写真－１３）。
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　このため本県では被災施設の早期復旧に向け、
国土交通省に対して災害緊急調査を要請し、査定
官や専門家による調査が実施されました。また、
首相が被災現場を視察されました。

⑵　復旧工法
　可児川の復旧方針は、被災した河川管理施設を
原形復旧するのみでは再度災害防止が図れないこ
とから、災害関連事業により、改良復旧を行うよ
う計画しました。復旧計画は、被災した護岸を復
旧するとともに、計画流量を安全に流下させるた
め、河道掘削による河積の拡大並びに法線、縦断
勾配の是正を行い、流下能力を向上させ被害の軽
減を図り、今回と同程度の出水においても浸水家
屋を生じさせない計画としました。

⑶　平成23年台風第１５号の検証
　平成22年は、御嵩雨量観測所（可児郡御嵩町）
では、時間雨量76㎜、24時間最大雨量250㎜を観
測し、可児川のほぼ流域全体に24時間雨量で200
㎜を超える降雨がありました。
　平成23年の台風第15号においては、同雨量観測
所で時間雨量76㎜、24時間最大雨量302㎜という
雨量を観測し、可児市土田地区では平成22年の被
災時と同等の約1,200㎥/s の流量が流れました（図
− 9）。
　被災前（平成22年）の流下能力は810㎥/s 程度
でしたが、台風第15号が襲来した平成23年 9 月時
点では、災害関連事業により河道掘削はほぼ完了
し河道断面を確保していたため、駐車場が一部浸

写真－１４　可児川（可児市土田地区）
平成22年と平成23年の浸水範囲

図－ ９　可児川流量比較

写真－１３　可児市道アンダーパス部の状況
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水したものの、家屋等への被害は発生しませんで
した（写真－１４～１６、図－１０）。
　このことから、災害関連事業による効果は絶大
であるとともに、いつ発生するかわからない豪雨
に対し、迅速な改良復旧が必要であることが証明
されました。

⑷　災害対策等緊急事業推進費の活用（可児市）
　平成22年の被災時には、可児川が氾濫し可児市
道アンダーパス区間へ溢れた水が流入し、通行車
両が流出するという被害も生じました。
　そのため、災害対策等緊急事業推進費にて、道
路通行者への情報提供がすぐに行えるよう道路情
報提供装置を設置し、道路通行者の安全を確保し
ました（写真－１７）。

７ ．おわりに
　平成23年の災害にあたっては、災害件数が多い
中、国土交通省水管理・国土保全局防災課並びに
関係機関の方々の多大なる支援をいただき、災害
査定までの ２カ月という期間の中、災害関連事業
制度を有効に活用した計画の立案を行うことがで
き、迅速な復旧計画を進められましたことを、こ
の場をお借りして御礼を申し上げます。
　災害関連事業は、今回のような甚大な被害が発
生した箇所に対して、短期間に改修が行える事業
であり、被災した地域の一日も早い安心と安全の
確保のためにも、今後もさらなる活用を図ってい
きたいと考えています。

写真－１５　河道掘削前の状況

写真－１６　河道掘削後の状況

写真－１７　道路情報提供装置の設置

図－１０　横断図
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１．はじめに
　平成23年の東北地方太平洋沖地震、7月の新潟・
福島豪雨、 9月の台風12号、15号による豪雨、今
年に入っては 7月の九州北部豪雨と、全国各地で
未曾有の災害が続発しております。
　これらの災害により被災された方々にお見舞い
申し上げますとともに、亡くなられた方々のご冥
福をお祈り申し上げます。

２ ．自己紹介
　私は平成１１年に入庁し、災害復旧事業には、新
採 １年目から経験をし、その後も土木事務所で ４
年、計 ５年間を現場で携わり、現在の河川課災害
担当として、平成２２年から本庁経験 ３年目を迎え
ました。
　また、災害復旧事業について経験年数もそれな
りにはあるものの、小規模な単災のみ、しかも河
川災しか経験が無く、災害復旧事業について経験
が豊富とも言えず、お恥ずかしい限りであり、今
回このような執筆をさせていただくことに恐縮を
しつつ、本稿を書いている次第です。
　これから、私が携わってきた災害復旧について
書かせて頂きます。

３ ．初めての災害復旧事業
　私が初めて災害復旧事業に携わったのは、採用
１年目の土木事務所勤務の時でした。
　当時私が所属する課では、災害復旧事業を含む
河川事業と、歩道整備などの交通安全施設事業を
担当しており、私は、主に交通安全施設事業を担
当していましたが、梅雨前線豪雨による災害査定

を受けることになり、当時はまだ、災害復旧事業
自体が何だか良く分からないまま、上司に「査定
設計書を県庁に持って行ってくれ。持って行くだ
けで大丈夫だから。実地査定があるので、人がい
ないから１人で行っていてくれ」と言われ、指示
に従い １人で県庁に設計書を持って行きました。
　しかし、行った先の会場では、ホワイトボード
には、“説明は先着順ですので機関名を書いてお
待ち下さい”と書いてあり、とりあえず河川課へ
相談に行き、（設計書を持って行っただけで、内
容は全く分かりません）結果的に県庁（河川課）
の方に説明をして頂きました。後で分かったので
すが、私が設計書を持って行ったのは、実は「事
務検査」だったのです。
　これが、私の初めて災害復旧事業に関わったち
ょっと苦い思い出です。

４ ．初めての災害査定
　それから数年後、私は転勤して、別の土木事務
所勤務になり、そこで初めての災害査定を経験す
ることになったのです。
　平成18年災で、 8月の豪雨により河川が被災を
受け、カゴマット工による復旧を申請しました。
　この時は、深夜から早朝まで長時間にわたって、
査定準備、対応を行ったことが今でも忘れられま
せん。
　特に「デーハイ（被災水位）」については、査
定当日、予定が遅れて査定が19時頃になってしま
い、暗いこともあり、良く確認出来ないため、翌
日の机上にて再説明となり、翌日も査定があるた
め、まだ暗いうちに土木事務所を出発し、日の出

「災害グループ」

茨城県土木部河川課
災害グループ 主任
原　　芳和

災害グループのメンバー。中央が筆者
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とともに、被災水位の説明写真を撮影したことが
今でも強く印象に残っています。
　さらにこの現場は、査定を受けて直ぐに豪雨に
よる再度災を受けたため、増破の申請を行い、査
定を受け、「内転属」の査定決定を受けた、珍し
い現場でもありました。

5 ．良い経験をした査定
　また別の事務所に転勤し、災害査定を受けまし
た。この査定では、準備不足や説明不足が重なり、
非常に査定が難航しました。
　ある現場では、査定官に事前説明不足、申請方
法（関連費を入れるべき）について厳しい指導を
受けました。
　このほかにも、立会官に非常に厳しい指導を受
けたり、色々とあった査定ではありましたが、今
となっては貴重な経験をした査定でした。

6 ．現在の業務について
　私の所属する河川課 災害グループでは、 ３ 名
で災害復旧事業と水防を担当しております。
　ここで、災害グループのメンバーを簡単に紹介
します。
　はじめに、災害復旧事業全般と予算管理を担当
している橋本係長です（冒頭写真の右）。豊富な
知識と経験を基に災害グループを引っ張ってくれ
ており、すごく頼れる人です。
　次に、髙橋技師です（冒頭写真の左）。災害復
旧事業と、水防テレメータの保守を担当しており、
Excelに関しては河川課で右に出る者はいません。
　そして、私が水防全般と災害復旧事業の主に査
定に関することを担当しています。
　 ３ 人が和気あいあいと明るい職場環境の中、
日々担当業務を行っております。
　また、昨年の東日本大震災における災害査定に
ついては、河川課全員が一丸となって無事に査定
を乗り切ることが出来ました。
　担当グループだけでなく、河川課が １つとなっ
て査定業務を手伝って貰ったことについて心から
本当に感謝をしています。

7 ．東日本大震災の対応について
○地震発生
　平成23年 3 月11日14時46分、私は県庁19階の河
川課の執務室内で、前日に開催した会議の報告資
料を作成していました。
　最初、ゆっくりと揺れ始め、あっ、大きい地震
かなと思いましたが、次第に揺れが大きくなり、
緊急地震速報が鳴り始め、立っていられない程の
揺れになりました。当然のことながら、これほど
大きく長い揺れを感じたのは初めてでした。
　この時、県庁所在地の水戸市では震度 ６弱の揺
れを観測しました。
　執務室内は、書類が散乱し足の踏み場が無い状
態でした。
　私の机では、パソコンのキーボードの一部が被
災し、現在も左下の「Ｆｎ」ボタンがありません。
　ちなみに、キーボード全部を交換しない限り復
旧しないそうです。
　私は、揺れが収まると直ちに海岸・災害担当（当

災害復旧工事の現場監督の様子（着工前の丁張検査）

被災状況調査を実施している様子
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時）の本橋主任と共に 6階の災害本部へ向かいま
したが、災対本部は未だ準備段階で、電話機を設
置するなど、本部設営中であったことから、私は
直ぐに19階の河川課へと戻りました。戻る途中で、
強い余震に見舞われ、やっとの思いで河川課に戻
りました。戻った途端、県庁舎から屋外へ待避す
るよう放送があり、また 1階から庁舎外へ降りる
ことになりました。
　その後、河川課へ戻るときは、震災直後から、
階段の昇降を繰り返したため、やっとの思いで19
階まで戻りました。
　
○査定準備
　茨城県では近年、これほどの大災害を経験した
ことが無く、震災前の 5年間の年平均災害査定件
数が約40件と災害が非常に少ない県でした。

　このため、大規模災害の対応から、査定準備ま
で全てが手探りの状態でした。
　初めに行ったのが査定の簡素化に関することで
した。
　本県では査定の簡素化を経験したことが無く、
資料作成は非常に苦慮しました。過去 ５年の災害
査定件数等を基本として資料作成を行うのです
が、これまで災害が少なかったこともあり、統計
データ等も整理されておらず、 １からの資料作成
でした。これについては、他のグループにも手伝
って貰いながら、なんとか資料を提出することが
出来ました。
　次に、査定の進め方等です。これまでは、災害
査定件数が少ないこともあり、野帳についてもレ
ベルブック（本当に野帳）を使って作成していま
したが、今回の震災では、とてもレベルブックで
野帳を作成することが出来ません。
　そこで、前年度（Ｈ21年度）まで本省に災害査
定官として出向されていた、都市計画課の横田技
佐（現：鹿島港湾事務所長）に相談し、使いやす
くかつ、作りやすい野帳にし、従来のレベルブッ
クから、Ａ 4版のプラスチックファイルに改めま
した。
　さらに、従来無かった総合単価の一覧表と標準
工法図を野帳に添付し、査定中でも迅速に総単内
容の確認を出来るよう工夫しました。
　査定準備の各所で、本省査定官を経験された横
田技佐（現：鹿島港湾事務所長）の助言が本当に
有り難かったです。

○東日本大震災の査定
　査定準備も進み、査定行程の立案に着手しまし
た。第 １次査定の行程では、 １日に １班がどの程
度査定出来るのか全く未知数で、当初は実査定日
数3.5日で、10班体制、全体で350件程度での査定
行程を立案しましたが、財務局の指導により、そ
れでは少なすぎる、今回は査定の簡素化で殆どが
机上査定だから、最低でも400件以上を １ 査定次
で査定する行程を組むようにと指導を受け、第 １
次査定では、442件の査定を行う計画としました。
　しかし、実際に第 １次査定に臨んだ結果は、連
日、深夜まで査定が続き、さらには、査定初日は

震災直後の河川課の様子

震災直後の河川課の様子
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机上査定での写真が不十分であり、査定が困難で
あるとのことから、机上査定を実施している班の
全てが査定が中断し、査定官・立会官・申請者（県
庁）が急遽今後の査定について打合せを行う事態
が生じるなど、非常に緊迫・混乱した中での査定
となりました。
　災害査定における私の担当業務としては、主に
机上査定会場において、各班からの問い合わせ対
応や、全般的な事項の調整を行ったほか、最終日
には、全班の査定決定内容（結果）について集計
を行いました。
　第 ２次査定以降も、震災関係の査定は、第 ８次
査定まで続きましたが、どの査定次においても、
連日夜遅くまでの査定がつづきました。
　特に、県の南東部の市町村では、液状化被害に
より、長大延長の道路が被災しており、実地査定
においては、真夏の猛暑の最中、被災状況を １箇

所ごとに確認して頂く、過酷な査定もありました。
県の随行者も月曜日に顔を合わせた人が金曜日に
は、真っ黒に日焼けして帰ってくるなど、査定の
大変さが目に見えて分かるような状況でした。

8 ．平成２３年発生災害を振り返って
　平成23年発生災害は、 3 .11の東日本大震災の
他、台風 6号、台風15号による被災と、台風によ
る災害も多く発生しました。
　昨年は、査定準備やその後の集計等を担当し、
現場に触れる機会が少なかったのが残念でした。
　しかし、その反面、図上や査定結果については、
多くを見ることが出来たことや、各班での問題等
について把握することが出来たため、災害査定を

実地査定の様子（涸沼川（湖））
※長大延長の実地査定のため、現地に査定内容の整理
と休憩を兼ねた休憩所（テント）を設置し査定を実
施しました。

東日本大震災関係の野帳一式（26冊）です

実地査定の様子（涸沼川（湖））

机上査定の様子（第 １次査定）
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全体的に見ることが出来、災害査定において、い
かに「申請者心得１０箇条」が重要であるかを改め
て認識しました。
　また、これまでに無い経験もさせて頂き、分冊、
内未成、設計変更協議、廃工など、これまでには
経験が無かった査定決定や、協議を経験させて頂
きました。

9 ．平成２４年における取り組み
　幸いにして今のところ、茨城県における平成24
年発生災害は、 5月の豪雨と、台風 ４号で計20箇
所と例年の茨城県の災害件数となっております。
　このため、今年度は、昨年の大災害の経験を踏
まえ、技術職員の災害対応能力向上に向け、これ
までに無い新たな取り組みを行っております。
　今回は先日実施した、若手技術職員の災害査定

研修について紹介させて頂きます。
　災害査定の研修については、これまでも実施は
しておりましたが、災害復旧事業の制度等に関す
る机上での研修であり、現場を伴う研修は実施し
ておりませんでした。
　実地査定に関する研修を考えていたところ、関
東地方整備局企画部防災課さんより、関東地整の
災害査定官研修を茨城県内で開催したいので、現
場を提供して頂きたいとの話がありました。
　以前、私も整備局さんが実施した災害査定官研
修をお手伝いしたことがあり、査定官研修の中で
は、申請者役として県が参加する必要があること
から、災害査定の研修を合同で実施することにつ
いて提案させて頂き、申請者役を県の若手技術職
員が行い、実際の災害査定を想定し、模擬査定に
よる研修を行いました。
　県の研修は ２日間で実施し、 １日目は、県庁会

研修の様子（ 2日目）模擬査定（実査）中

研修の様子（ 2日目）模擬査定（実査）中

研修の様子（ 1日目）災害復旧事業全般の
講義中の様子

研修の様子（ 1日目）申請箇所のポイントを
整理中の様子
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議室内で災害復旧事業全般について簡単に説明
し、 2日目の模擬査定に備えた現場のポイント整
理を行い、 ２日目に関東地方整備局と合同で、実
際の現場を使用し、模擬査定で研修を行いました。
　県側の研修者は若手技術職員限定、災害査定未
経験者とし、災害査定とは一体どういうものかを
理解して貰うことが今回の研修の目的でした。
　災害査定の雰囲気を知るだけでも実際の災害査

定の際、役立つと思います。
　また、研修では、査定官（役）側からも、色々
な視点から現場の質問を受け、申請時のポイント
を掴む上でも非常に参考となる研修でした。
　さらに今回の研修は、実際に査定を受け間もな
い現場を使用しましたので、現場での臨場感もあ
り、非常に有意義な研修であったと考えておりま
す。
　今後もこのような研修を実施していきたいと考
えております。

10．最後に
　東日本大震災以降、災害のリスクが確実に高く
なってきており、いつ、大災害が発生するか分か
りません。
　しかし、いつ災害が発生しても迅速かつ的確な
対応が出来るよう、これからも日々精進していき
たいと思います。
　また、研修等を通じて県全体の災害対応能力の
向上や、災害時の初動対応が迅速に出来るよう、
担当業務の範囲内から少しずつ改善して行きたい
と思います。

　最後になりましたが、平成23年発生災害では、
皆様からご支援等を賜り、ありがとうございまし
た。
　特に震災関係の査定におきまして、連日連夜遅
くまで災害査定を実施して頂きました、査定官、
立会官の方々、また、査定のアドバイス等を頂き
ました諸先輩方に厚くお礼申し上げまして、結び
とさせて頂きます。

研修の様子（ 2日目）模擬査定（朱入れ中）

研修の様子（ 2日目）模擬査定（朱入れ前説明準備中）
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　九州地方では 7月 3日以降、豪雨が連続し、特に
14日未明からの記録的な豪雨により、福岡県・熊本
県・大分県 ３県境を中心とする九州北部地域におい
て、未曾有の甚大な災害が発生しました。
　本協会ではこの大災害に鑑み、 ７月末に九州各県
の災害担当課長宛に災害復旧技術専門家派遣制度の
活用案内をご送付させていただきました。
　なお、今回の案内では、本協会の専門家派遣支援
基金を活用し、派遣費用は本協会が全額負担するこ
ととし、要請者側からの負担は伴わない旨での支援
案内となりました。
　この支援案内に対し、福岡県内の市町村等から要
請があり、九州在住の国土交通省ＯＢ ３名及び福岡
県ＯＢ ６名の技術専門家が、被災地に赴き支援活動
を実施しておりますのでご報告させていただきます。
　なお、ご報告は ８月末までの活動実績ですので、
それ以降を含め、全体の活動状況につきましては、

まとまり次第、再度ご紹介をさせていただく予定で
す。

　今回派遣された災害復旧技術専門家
（支援先市町村）

　国土交通省ＯＢ：
　　増元　四郎（うきは市）
　　中島　一見（うきは市 )
　　増田　暁範（うきは市）
　福岡県ＯＢ：
　　森光　　誠（柳川市）
　　久良木敏彦（八女市、東峰村、朝倉市）
　　竹下　憲治（八女市、東峰村、みやま市）
　　永田　和彦（八女市、広川町、八女県土整備事

務所）
　　廣松　　誠（八女市、東峰村、みやま市）
　　堤　　晴夫（八女市、東峰村、うきは市）

協会だより

「平成24年 7 月九州北部豪雨」被災地への
災害復旧技術専門家の派遣について

福岡県うきは市における災害復旧技術専門家の活動状況と被災写真
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A 4 判　300頁　頒価5,000円（消費税込み）　送料協会負担

平成23年発生災害採択事例集

【概　要】

　本書は、平成23年に発生した災害の概要を記載するとともに、近年の社会情勢の著しい変化を適切

に捉え、コスト縮減や新たな技術の採用など、復旧工法等について様々な工夫を加えた事例について、

各地方自治体の方々のご協力を得て取りまとめたものであります。

　これまでに発刊された各年の採択事例集と同様に、本書が今後の災害復旧の迅速かつ的確な対応並

びに災害復旧事業関係者の技術力の向上の一助となれば幸いです。

１ ．平成23年発生災害について

　⑴　平成23年発生災害の概要
　⑵　主な平成23年発生災害の概要
２ ．平成23年発生公共土木施設災害（国土交通

省所管）の概要

　⑴　決定額及び被害報告額
　⑵　決定額内訳
　⑶　平成23年発生大規模災害箇所一覧表（ ４

億円以上）
　⑷　一定災の推移
３ ．平成23年河川等災害復旧助成事業・河川等

災害関連事業及び河川等災害関連特別対策

事業の概要

　⑴　総括
　⑵　平成23年河川等災害復旧助成事業の概要
　⑶　平成23年河川等災害関連事業の概要
　⑷　平成23年河川等災害関連特別対策事業の

概要
　⑸　平成23年河川等災害特定関連事業の概要

　⑹　平成23年特定小川災害関連環境再生事業
の概要

４ ．平成23年発生災害採択事例

　⑴　河川災害復旧工事　 ４事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約32％）
　⑵　海岸災害復旧工事　 2事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約12％）
　⑶　砂防・急傾斜・地すべり災害復旧工事　

3事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約 1％）
　⑷　道路災害復旧工事の概要　17事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約17％）
　⑸　橋梁災害復旧工事の概要　 ４事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約 5％）
　⑹　その他（下水道施設）の概要　 1事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約21％）
　⑺　改良復旧工事の概要　17事例
参考 １　収録事例特徴別分類表
参考 ２　災害査定事務の簡素化

新刊ご案内

平成23年発生災害採択事例集　【目次】

平成24年 8 月発刊

詳細については、㈳全国防災協会ホームページの出版図書案内をご参照下さい。
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B ５ 判　約1,120頁　上製本　頒価5,900円（消費税込み）　送料協会負担

災害復旧工事の設計要領（平成24年版）

　「災害復旧工事の設計要領」（通称「赤本」）は、昭和32年に初版を発行して以来、平成24年版で56版を数える
ことになります。
　その間には、請負工事への転換、機械施工の進展、新工法・新技術の開発、電算化への移行等社会情勢の変化
とともに、その都度内容の改正を行ってまいりました。
　災害復旧事業は、被災後速やかに復旧することが事業に携わる者の使命であり、このためには、災害査定設計
書を迅速かつ適確に作成する必要があります。
　災害査定用歩掛は、文字通り災害査定設計書を作成するための歩掛であり、実施計画書との乖離が生じないよ
うにとの配慮から、平成 ５年 ７月より土木工事標準歩掛に準拠したものとなっています。土木工事標準歩掛は、
施工形態の変動への対応及び歩掛の合理化・簡素化の観点からの歩掛の改正・制定が行われています。平成24年
度の災害査定用歩掛の主な改正内容は次のとおりです。

〔主な改訂内容の概要〕
⑴　歩掛について
　災害査定用設計歩掛が準拠している土木工事標準歩掛（国土交通省）において、平成24年度は「鋼管・既製
コンクリート杭打工」など 8工種の歩掛見直し等が行われた。
⑵　建設機械等損料の改正
　建設機械等損料等の見直しが行われた。
⑶　間接工事費について
　現場管理費率式の見直しが行われた。
　また、共通仮設費、現場管理費の間接工事費率の大都市補正について、適用地区に川口市、草加市、八王子
市、静岡市が追加された。

第Ⅰ編　一般事項
　第 １章　総　　則
　第 ２章　工事費の積算
　第 ３章　一般管理費等及び消費税相当額
　第 ４章　数値基準
　第 ５章　建設機械運転労務等
　第 ６章　災害査定設計書記載例

第Ⅱ編　共 通 工
　第 １章　土　　工
　第 ２章　共 通 工
　第 ３章　基 礎 工
　第 ４章　コンクリート工
　第 ５章　仮 設 工

第Ⅲ編　河　　川
　第 １章　河川・海岸
　第 ２章　河川維持工

　第 ３章　砂　　防
　第 ４章　地すべり防止工

第Ⅳ編　道　　路
　第 １章　舗 装 工
　第 ２章　付属施設
　第 ３章　道路維持修繕工
　第 ４章　共同溝工

第Ⅴ編　そ の 他
　第 １章　伝統的な復旧工法（参考）
　第 ２章　機械経費

第Ⅵ編　参考資料
　第 １章　設計資料
　第 ２章　災害復旧における環境への取組に

ついて
　第 ３章　災害復旧工法について

新刊ご案内

本書の内容

平成24年 7 月発刊

詳細については、㈳全国防災協会ホームページの出版図書案内をご参照下さい。
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平成24年　発生主要異常気象別被害報告 平成24年 8 月15日現在（単位：千円）
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